
様式 １　公表されるべき事項

国立大学法人宮城教育大学の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

法人の長

理事

　法人の長と同様。

理事（非常勤）

該当なし

監事

該当なし

監事（非常勤）

  ①  役員報酬の支給水準の設定についての考え方

　③ 役員報酬基準の内容及び平成２７年度における改定内容

　宮城教育大学の主要事業は教育・研究事業である。役員報酬水準を検討するにあたって、他の国立大
学法人、国家公務員、類似事業を実施している民間法人や独立行政法人等のほか、国・地方公共団体
が運営する教育・研究機関のうち、常勤職員数（宮城教育大学300人）や教育・研究事業で比較的同等と
認められる、以下の法人等を参考とした。
　　（1）国立大学法人上越教育大学・・・上越教育大学は、同じ国立大学法人として教育・研究事業を実
施している（平成26年度：常勤職員数298人）。公表資料によれば、平成26年度の長の年間報酬額は
16,320,000円であり、宮城教育大学長の報酬額（17,209,000円）と同水準である。

　本学が定める役員に支給する期末特別手当については、役員の業績を考慮し支給額を増減できること
としているが、具体の増減率については定めていない。
　平成27年度については、役員の業績を総合的に判断し、長の6月期期末特別手当の期別割合を100分
の6減とした。

　役員報酬支給基準は、本給、地域手当、広域異動手当、通勤手当、単身赴任手当、期末特
別手当から構成されている。期末特別手当については、宮城教育大学役員給与規程に則り、
基礎額（（本給＋地域手当＋広域異動手当）＋（（本給＋地域手当＋広域異動手当）×
20/100）＋本給×25/100）に、6月に支給する場合においては100分の150、12月に支給する場
合においては100分の165を乗じ、さらに基準日以前6箇月以内の期間におけるその者の在職
期間に応じた割合を乗じて得た額としている。
　なお平成27年度には、人事院勧告に準じた給与法改正に伴い、下記の項目を実施した。
○本給月額の引き上げ
　　・本給月額を、各号俸1,000円ずつ引上げ
○期末特別手当の引き上げ
　　・年間3.10月分→3.15月分

　非常勤役員手当として、宮城教育大学役員給与規程に則り、月額
100,000円を支給している。平成27年度における改定はなし。

  ②  平成27年度における役員報酬についての業績反映のさせ方（業績給の仕組み及び導入
　　実績を含む。）



２　役員の報酬等の支給状況
平成27年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

17,194 11,808 4,552
708
50

地域手当
通勤手当

千円 千円 千円 千円

12,660 8,640 3,397
518
50

地域手当
通勤手当

千円 千円 千円 千円

12,695 8,640 3,397
518
85

地域手当
通勤手当

3月31日

千円 千円 千円 千円

12,810 7,609 3,262
1,331

71
468

地域手当
通勤手当

単身赴任手
当

4月1日 ◇

千円 千円 千円 千円

1,200
（　　　　）

千円 千円 千円 千円

1,200
（　　　　）

注１：「その他」欄には手当等が支給されている場合は、例えば通勤手当の総額を記入する。
注２：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　 　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後
       独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄

C理事

就任・退任の状況
役名

Ｂ監事
（非常勤）

Ａ監事
（非常勤）

法人の長

A理事

B理事

前職
その他（内容）



３　役員の報酬水準の妥当性について
【法人の検証結果】
　法人の長

　理事

　理事（非常勤）

　監事

　監事（非常勤）

【文部科学大臣の検証結果】
職務内容の特性や国家公務員指定職適用官職、他の同規模の国立大学
法人等との比較などを考慮すると、役員の報酬水準は妥当であると考えら
れる。

本学の理事は、上述の学長を補佐し、法人の業務を掌理するという役割を
担っており、法人化以前に適用されていた国家公務員指定職俸給表を準
用して報酬を決定しているため、妥当と考える。

該当なし

該当なし

　監事（非常勤）の報酬水準については、他の教育系単科大学の非常勤役
員報酬水準（福岡教育大学 月額92,000円、京都教育大学 月額100,000
円）と同水準であるため、妥当と考える。

　宮城教育大学は、教員養成に責任を負う大学として、幼稚園・小学校・中
学校・特別支援学校等における優れた資質・能力を持った教員を養成する
ことを目的として、教育研究の質のさらなる高度化を図り、国内外の多様な
分野において指導的役割を果たす人材を育成することを使命としており、教
員養成分野における広域拠点型の大学として教育改革、組織改革、入試
改革、国際化、地域連携等の具体的な取り組み等を学長のリーダーシップ
の下で推進している。
　そうした中で、宮城教育大学の学長は、職員数約300名の法人の代表とし
て、その業務を総理するとともに、校務を司り、所属職員を統督して、経営責
任者と教学責任者の職務を同時に担っている。
　宮城教育大学では、学長の報酬月額を法人化移行前の国家公務員指定
職俸給表の俸給月額を踏まえて決定しているが、学長の職務内容の特性
は上記のとおり法人化移行前と同等以上であると言え、これまでの各年度に
おける業績評価の結果を勘案したものとしている。
　こうした職務内容の特性を踏まえると、報酬水準は妥当と考える。



４　役員の退職手当の支給状況（平成27年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

千円 年 月

千円 年 月

千円 年 月

千円 年 月

千円 年 月

千円 年 月

千円 年 月

千円 年 月

注：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、該当がない場合は空欄。　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

　独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄

監事B
（非常勤）

法人での在職期間

理事A

監事A
（非常勤）

理事B
（非常勤）

理事B

理事A
（非常勤）

監事A

法人の長

監事B



５　退職手当の水準の妥当性について
【文部科学大臣の判断理由等】

区分

６　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

注：「判断理由」欄には、法人の業績、担当業務の業績及び個人的な業績の検討結果を含め、業績勘案
　　 率及び退職手当支給額の決定に到った理由等を具体的に記入する。

理事B
（非常勤）

監事A

監事B

監事B
（非常勤）

判断理由

理事A
（非常勤）

法人の長

理事A

理事B

監事A
（非常勤）

・本学が定める役員に支給する期末特別手当については、役員の業績を考慮し支給
額を増減できることとしているが、具体の増減率については定めていない。



Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　③　 給与制度の内容及び平成27年度における主な改定内容

　①　職員給与の支給水準の設定等についての考え方

　宮城教育大学職員の給与水準を検討するにあたって、他の国立大学法人等、国家公務員のうち、企
業規模別（宮城教育大学300人）平均支給額を参考にした。 また、地域社会の給与水準に適合したも
のになるよう、人事院勧告等を参考としている。
(1) 国立大学法人上越教育大学･･･上越教育大学は、本学と同様の教員養成単科大学であり、法人規
模についても同等（常勤職員数298人）となっている。
(2) 国家公務員･･･平成27年度において、国家公務員のうち行政職俸給表（一）の平均給与月額は
408,996 円となっており、宮城教育大学全職員の平均給与月額は462,666 円となっている。

・業務遂行に関して優れた成績を修め、本学の運営に貢献した職員に対して、昇給、昇格及び勤勉手
当支給時期における支給割合の増減を行っている。

  宮城教育大学職員給与規程に則り、基本給（本給、本給の調整額、教職調整額）及び諸手当（管理
職手当、初任給調整手当、地域手当、扶養手当、広域異動手当、住居手当、通勤手当、単身赴任手
当、義務教育等教員特別手当、教員特殊業務手当、教育実習等指導手当、教育業務連絡指導手当、
超過勤務手当、休日給、管理職員特別勤務手当、期末手当、勤勉手当、入試業務手当、教員免許状
更新講習業務手当）としている。
　期末手当については、期末手当基礎額（基本給＋扶養手当＋管理職員加算額＋地域手当＋役職
加算額）に
6月に支給する場合においては100分の122.5、12月に支給する場合においては100分の137.5を乗じ、
さらに基準日以前6箇月以内の期間におけるその者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額としてい
る。
　勤勉手当については、勤勉手当基準額（基本給＋管理職員加算額＋地域手当＋役職加算額）に勤
勉手当の支給実施要領に定める基準に従って定める割合を乗じて得た額としている。

なお、平成27年度では、人事院勧告に準じた給与法改正に伴い、下記の項目を実施した。
○本給表の引上げ
　①一般職本給表（一）
　　・若年層に重点を置いて平均0.4%引上げ
　　・1級の初任給を2,500円引上げ
　②その他の本給表
　　・一般職本給表（一）との均衡を基本に改定
　　・再雇用職員は1,100～1,200円引上げ
○勤勉手当及び期末手当の引上げ
　①一般職員
　　・年間4.10月分→4.20月分
　②再雇用職員
　　・年間2.15月分→2.20月分
○初任給調整手当の引上げ
　　・支給月額の限度額を50,300円→50,500円に引上げ
○教員特殊業務手当の引上げ
　　・教員特殊業務手当の一部を600～850円引上げ

　②　職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方（業績給
　　の仕組み及び導入実績を含む。）



２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

239 44.8 7,487 5,552 90 1,935
人 歳 千円 千円 千円 千円

59 40.2 5,571 4,189 103 1,382
人 歳 千円 千円 千円 千円

102 52.5 9,254 6,747 96 2,507
人 歳 千円 千円 千円 千円

1
人 歳 千円 千円 千円 千円

22 42.9 7,743 5,817 101 1,926
人 歳 千円 千円 千円 千円

55 35.9 6,205 4,720 60 1,485

注1：常勤職員の技能・労務職種については、該当者が1人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、人数以外は記載していない。

注2：常勤職員の医療職種については、該当者がないため省略する。

人 歳 千円 千円 千円 千円

8 59.9 5,974 4,969 154 1,005
人 歳 千円 千円 千円 千円

8 59.9 5,974 4,969 154 1,005

注1：任期付職員の事務・技術、医療職種については、該当者がないため省略する。

人 歳 千円 千円 千円 千円

1
人 歳 千円 千円 千円 千円

1

注2：再任用職員の事務・技術職種、医療職種については、該当者がないため省略する。

人 歳 千円 千円 千円 千円

1
人 歳 千円 千円 千円 千円

1

注2：非常勤職員の事務・技術職種、医療職種については、該当者がないため省略する。

注1：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。

注2：在外職員については、該当者がないため省略する。

教育職種
（附属高校教員）

非常勤職員

教育職種
（附属義務教育学校教員）

任期付職員

教育職種
（大学教員）

区分

教育職種
（附属義務教育学校教員）

注1：再任用職員の教育職種(附属高校教員）については、該当者が1人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、人数以
外は記載していない。

事務・技術

教育職種
（大学教員）

うち所定内

技能・労務職種

平均年齢
平成27年度の年間給与額（平均）

常勤職員

注1：非常勤職員の教育職種(附属義務教育学校教員）については、該当者が1人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることか
ら、人数以外は記載していない。

うち賞与

再任用職員

総額
人員

教育職種
（附属高校教員）



②

注1：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、④まで同じ。

注1：年齢32～35歳の該当者は2人であるため、当該個人二関する情報が特定されるおそれのあることから、年間給与について
は表示していない。

年齢別年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員（病院看護師）)
〔在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。以下、④まで同じ。〕

注2：年齢24～27歳の該当者は4人、36～39歳の該当者は4人、48～51歳の対象者は1人、56～59歳の該当者は3人であるため、当該
個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、年間給与額の第1、第3分位については表示していない。

注3：48歳～51歳の該当者は1人であるため、当該個人二関する情報が特定されるおそれのあることから、年間給与については表示し
ていない。
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③

（事務・技術職員）

平均
人 歳 千円

次長 1

課長 5 53.9 8,059

副課長 3 55.8 7,493

係長 21 44.6 5,959

主任 11 36.6 4,936

係員 18 29.9 3,959

（教育職員（大学教員））

平均
人 歳 千円

教授 70 55.6 9,723

准教授 29 45.1 8,077

講師 1

助手 2

④

（事務・技術職員）
夏季（6月） 冬季（12月） 計

％ ％ ％

62.3 65.4 63.9

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 37.7 34.6 36.1

％ ％ ％

         最高～最低 41.9～36.0 40.9～32.8 40.5～34.6

％ ％ ％

61.9 63 62.5

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 38.1 37 37.5

％ ％ ％

         最高～最低 42.4～0 44.4～32.4 41.2～33.8

11,738 ～ 7,525

9,048 ～ 7,294

～

～

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢
年間給与額

（最高～最低）

4,524 ～ 3,305

千円

賞与（平成27年度）における査定部分の比率（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員
（病院看護師））

一律支給分（期末相当）

平均年齢
年間給与額

（最高～最低）

職位別年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員（病院看護師））

8,271 ～ 7,871

7,528 ～ 7,461

7,179 ～ 4,661

6,085 ～ 4,037

一律支給分（期末相当）

一般
職員

区分

管理
職員

千円

～

注1：次長の該当者は1人のため、当該個人関する情報が特定されるおそれのあることから、平均年齢及び年間給与額について
は表示していない。

注1：講師の該当者は1人、助手の該当者は2人のため、当該個人関する情報が特定されるおそれのあることから、平均年齢及び
年間給与額については表示していない。

分布状況を示すグループ 人員



（教育職員（大学教員））

夏季（6月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

61.7 64.3 63.1

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 38.3 35.7 36.9

％ ％ ％

         最高～最低 42.5～36.1 40.9～33.3 39.1～34.8

％ ％ ％

62.3 63.5 62.9

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 37.7 36.5 37.1

％ ％ ％

         最高～最低 43.7～35.0 44.1～32.7 41.3～33.9

３　給与水準の妥当性の検証等

○事務・技術職員

○教育職員（大学教員）と国家公務員との給与水準の比較指標　97.2

区分

対国家公務員
指数の状況

(参考)対他法人　　　　　　　　101.8

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

（注）上記比較指標は、法人化前の国の教育職（一）と行政職（一）の年収比率を基礎に、平成27年度の教育職員
（大学教員）と国の行政職（一）の年収比率を比較して算出した指数である。
　なお、平成19年度までは、教育職員（大学教員）と国家公務員（平成15年度の教育職（一））との給与水準（年額）
の比較指標である。

・年齢・地域・学歴勘案　　　　97.1

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

上記の検証結果を踏まえつつ、更なる検証を重ね、今後も給与水準の維持
に努めるものとする。

内容

　給与水準の妥当性の
　検証

講ずる措置

・年齢・学歴勘案　　　　　　　　90.6

・年齢勘案　　　　　　　　　　　　90.6
・年齢・地域勘案　　　　　　　　97.0

項目

（法人の検証結果）
対国家公務員の指数は、年齢、地域、学歴のいずれを勘案したものも国家
公務員の水準未満となっていることから、給与水準は適正であると考える。

（文部科学大臣の検証結果）
給与水準の比較指標では国家公務員の水準未満となっていること等から給
与水準は適正であると考える。引き続き適正な給与水準の維持に努めてい
ただきたい。



４　モデル給与

事務・技術職員
○ 22歳（係員、大卒初任給、独身）

月額 187,302円　年間給与 2,761,485円
○ 35歳（主任、配偶者・子1人）

月額 306,022円　年間給与 5,009,726円
○ 45歳（副課長、配偶者・子2人）

月額 414,460円　年間給与6,867,597円

教育職員（大学教員）
○ 22歳（助教、大卒初任給、独身）

月額 222,600円　年間給与 3,281,902円
○ 35歳（講師、配偶者・子1人）

月額 354,252円　年間給与 5,823,895円
○ 45歳（准教授、配偶者・子2人）

月額 486,328円　年間給与 8,091,783円

５　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

・業務遂行に関して優れた成績を修め、本学の運営に貢献した職員に対して、
昇給、昇格及び勤勉手当支給時期における支給割合の増減を行っている。



Ⅲ　総人件費について

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(A)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ｂ)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ｃ)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(D)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

総人件費について参考となる事項

Ⅳ　その他

特になし

・「非常勤役職員等給与」が前年度比5.7%増加していることについて、本給表の引上げ及び非常勤職員
が2名増加したことが主な要因と考えられる。

・「福利厚生費」が前年度比3.8%増加していることについて、非常勤職員が増加したことに加え、共済及び
社会保険料の事業主負担分の増加が主な要因と考えられる。

・上記2項目の増加に伴い、最広義人件費も増加している。

3,005,731 3,010,382

福利厚生費

注：中期目標期間の開始年度分から当年度分までを記載する。

168,058

237,268

171,940

350,994

最広義人件費
2,942,775

224,426

283,697 303,268 299,699 316,583 337,827

非常勤役職員等給与
168,526 172,210 202,229 217,593

2,849,282 2,699,3282,942,950

2,271,538

退職手当支給額
249,560 201,002 203,185 40,991

2,254,062

区　　分
給与、報酬等支給総額

2,240,992 2,266,470 2,144,169 2,124,161


